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この説明書は、金融商品取引法第 46 条の 4 に基づき、全ての営業所又は 

事務所に備え置き、公衆の縦覧に供するために作成したものであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

アヴァトレード・ジャパン株式会社 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅰ 当社の概況及び組織に関する事項 

1. 商号 アヴァトレード・ジャパン株式会社（平成 23年 7月 1日に商号変更） 

 

2. 登録年月日  平成 19年 9月 30日 

   (登録番号)   （関東財務局長（金商）第 1662号） 

3. 沿革及び経営の組織 

 

(1)沿革 

 

年  月     概   要 

平成 19年 3月 エーアールティー株式会社（旧社名）設立 資本金 7,250 万円 

平成 19年 9月 金融商品取引業の登録（関東財務局長（金先）第 1574 号） 

平成 19年 9月 金融先物取引業協会 加入 

平成 21年 5月 資本金を 7,550万円に増資 

平成 22年 5月 資本金を 7,750万円に増資 

平成 22年 7月 Ava Trade Ltd.へ当社株式(95%相当)が譲渡され連結子会社となる。 

平成 22年 8月 資本金を 9,888万円に増資 

平成 22年 9月 

本店移転 

東京都港区六本木七丁目 5番 7号 （旧住所） 

東京都港区赤坂二丁目 18番 1号 （新住所） 

平成 22年 12月 資本金を 14,887万円に増資 

平成 23年  1月 経済産業省・農林水産省より商品先物取引業の許可 

平成 23年 2月 
商品先物 CFDの提供開始 

商品先物取引業協会 加入 

平成 23年 6月 資本金を 17,839万円に増資 

 

平成 23年 7月 

 

資本金を 22,839万円に増資 

「アヴァトレード・ジャパン株式会社」に社名変更 

店頭外国為替証拠金取引「Ava トレーダー」の提供開始 

店頭外国為替証拠金取引「ミラートレーダー」の提供開始 

平成 23年 10月 
資本金を 10,000万円に減資 

店頭外国為替証拠金取引「メタトレーダー４」の提供開始 

平成 25年 7月 クイック入金サービスの提供開始 



平成 25年 8月 
東京弁護士会、第一東京弁護士会、及び第二東京弁護士会（東京三弁護

士会）と金融 ADRに係る協定を締結 

平成 25年 8月 自動売買サービス「Fons Neo」の開始 

平成 25年 9月 投資助言代理業 登録 

平成 26年  2月 
商品先物取引業を廃業 

商品先物取引業協会 退会 

平成 26年  5月 Ava Trade Ltdの 100%連結子会社となる。 

平成 26年 9月 自動売買サービス「シストレ閻魔帳」の開始 

平成 27年 8月 自動売買サービス「Victory EA」の開始 

平成 28年  3月 日本投資顧問業協会 加入 

平成 29年  8月 仮想通貨事業者協会 加入 

 

 

(2)経営の組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 株主総会          

 取締役会             

 監査役        

 業務部        システム部        営業部 コンプライ

アンス部   

 内部監査室         
マーケティ

ング部 

 代表取締役       

 リスク管理委員会 

 財務部       投資分析部 



4. 株式の保有数の上位 10 位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総

株主等の議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

                  

氏名又は名称 保有株式数(株) 議決権数の割合（％） 

AVA Trade Ltd. 15,000 100 

計 1 人 15,000  100 

 

5.  役員の氏名又は名称 

 

役職名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

代表取締役 丹羽 広     有 常勤 

取締役 ﾈｹﾞﾌﾞ･ｼｭｹﾙ･ﾉｻﾂｷ     無 非常勤 

取締役 ﾓﾗﾝ･ｼｭｹﾙ･ﾉｻﾂｷ     無 非常勤 

監査役 荒川和也     無 非常勤 

 

6. 政令で定める使用人の氏名 

 

(1) 金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その他

の規則をいう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、次長、課長

その他いかなる名称を有する者であるかどうかを問わず、当該業務を統括する者の権限

を代行し得る地位にある者を含む。）の氏名 

 

氏      名 役   職   名 

老田  勉 コンプライアンス部長 

 

(2) 投資助言業務（金融商品取引法（この項において以下「法」という。）第 28 条第 6 項

に規定する投資助言業務をいう。）又は投資運用業（同条第４項に規定する投資運用業を

いう。）に関し、助言又は運用（その指図を含む。）を行う部門を統括する者（金融商品

の価値等（法第 2 条第 8 項第 11 号ロに規定する金融商品の価値等をいう。）の分析に基

づく投資判断を行う者を含む。）の氏名 

 

氏      名 役   職   名 

三木 禎宏 投資分析部部長 

(注) 当社は投資助言業務（法第 28 条第 6 項に規定する投資助言業務をいう。）及び投資

運用業（同条第４項に規定する投資運用業をいう。）は行っておりません。 

 



7. 業務の種別 

 

(1)第一種金融商品取引業（法第 28条第１項第 2号に掲げる行為に係る業務） 

(2)有価証券管理等管理業務（法 28条第 5項） 

(3)投資助言・代理業（法第 2条第 8項第 11号に掲げる行為または業務） 

 

8. 本店その他の営業所の名称及び所在地          

名  称 所  在  地 

本店 東京都港区赤坂 2-18-1 赤坂ヒルサイドビル 4階 

 

9. 他に行っている事業 

 

該当はございません。 

 

10. 苦情処理及び紛争解決の体制 

 

(1) 手続実施基本契約を締結する指定紛争解決機関の商号又は名称  

  

①第一種金融商品取引業に関する苦情処理措置及び紛争解決措置 

 

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センタ－  

（一般社団法人 金融先物取引業協会が業務委託しております）  

 

②投資助言・代理業に関する苦情処理措置及び紛争解決措置 

 

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センタ－   

（一般社団法人 日本投資顧問業協会が業務委託しております）   

 

(2) 業務に関する苦情 処理措置及び紛争解決措置の内容  

 

弊社では苦情等への対処に関しては、「苦情・紛争処理規程」に基づきコンプライアン

ス部を受付の担当部署としております。苦情等の対応については、コンプライアンス部

を中心に各部署営業単位の所属長等と協力してその解決に努め、適切な処置を講じるも

のとします。コンプライアンス部長は、苦情等の発生、処理状況、対策等について適宜、

各部署の所属長又は取締役会に報告するものとし、重要案件については、速やかにリス

ク管理委員会に報告するものとします。また、コンプライアンス部長は、苦情等の報告



に基づき、少なくとも①関係者、②経緯（発見の時期、端緒、その後の経緯）、③苦情等

の性質及び内容（苦情等の性質、苦情等の金額）、④損害又は賠償額（会社が負担すべき

金額、見積り、社内処理の方法）、⑤求償又は回収見込み（求償相手方、方法等）につい

て調査し、原因及び責任の所在を明確にするものとします。 

 

(3)対象事業者となる認定投資者保護団体の名称  

該当はございません。 

 

11. 加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称  

 

 (1)加盟する金融商品取引業協会 

一般社団法人 金融先物取引業協会  一般社団法人 日本投資顧問業協会 

     

 (2)対象事業者となる認定投資保護団体 

該当はございません。 

 

12. 会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

 

該当はございません。 

 

13.業務に関する苦情処理措置及び紛争解決措置の内容（平成 29年 12月 31 日現在）  

 

社団法人金融先物取引業協会の規定及び、特定非営利法人証券・金融商品あっせん相談

センター（FINMAC）の規定に従い苦情及び紛争の解決を行います。 

 

Ⅱ 業務の状況に関する事項 

 

 1. 当期の業務の概要 

 

 当期受入手数料は、72,989（千円）となりました。今期は最終的に▲12,307(千円）の

赤字に転落しました。当期が赤字に転落した要因として、本年はドル円市況の膠着によ

り、相場が動かず、取引量が伸び悩んだことがあげられます。加えて、スプレッドが狭

い米ドル日本円に取引が集中したことで、スプレッド収益が減っております。また、当

期より事業年度を変更し、12月末決算としたため、実質8か月営業となりました。取引量

が伸び悩んでいる原因として、トレーデンシー社のミラートレーダーのパフォーマンス

が一因であるという判断から、ミラートレーダーの取り扱いの停止を決定し、後継サー



ビスとして、Dupuliトレードの提供を準備しております。役職員を追加採用（2名）しま

したが、子会社での事業を想定した採用であり、一時的に人件費が増加していますが、

子会社設立後は、子会社の販管費となることが予定されております。 

 

2． 業務の状況を示す指標  

(1)経営成績等の推移 

（単位：千円） 

 

第 10期 

平成 28年 3月期 

第 11期 

平成 29年 3月期 

  第 12期 

平成 29年 12月期 

営業収益（損失）（千円） 50,533 42,593 ▲16,124 

経常利益（損失）（千円） 53,586 45,302 ▲16,124 

当期純利益(損失)（千円） 52,344 21,174 ▲16,342 

資本金（千円） 10,000 10,000 10,000 

発行済み株式総数 15,000 15,000 15,000 

  

(2)内訳                             （単位：千円） 

    第 10期 

平成 28年 3月期 

第 11期 

平成 29年 3月期 

 第 12期 

 平成 29年 12月期 

受入手数料(千円) 261,519             207,757 72,976 

外国為替取引損益(千円) 261,138           207,495 72,976 

その他 381             262 153 

 

 

(3) トレーディング損益その他の自己取引に係る損益の内訳 

該当事項はありません。 

 

 

(4) 株式の売買高およびその受託の取扱高 

該当事項はありません。 

 

(5) 国債証券、社債券、株券および投資信託の受益証券の引受高、売出高および募集、売

出しまたは私募の取扱高 

  該当事項はありません。 

 

 

 



(6)その他の業務の状況 

該当事項はありません。 

 

3.自己資本比率の状況 

                                 （単位：百万円） 

 

第 10期 

平成 28年 3月期 

第 11期 

平成 29年 3月期 

第 12期 

平成 29年 12月期 

固定化されていない自己資本（A） 291 319 303 

リスク相当額（B） 57 45 44 

市場リスク相当額（C） 0 0 0 

取引先相当額（D） 2 3 4 

基礎的リスク相当額（E） 54 42 39 

自己資本規制比率（A)/(B)×100 510.3% 683.6％ 638.4% 

 

 

4.使用人の総数及び外務員の総数                     （単位：名） 

  第 10期 

平成 28年 3月期 

第 11期 

平成 29年 3月期 

第 12期 

平成 29年 3月期 

使用人の総数 5 名 4名 6名 

（うち外務員 ） 4 名 4名 5名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅲ 財産の状況に関する事項  

 

1.経理の状況 

 

(1)貸借対照表 

           （単位：千円） 

科        目 
平成29年 

3月31日 

平成29年 

12月31日 
科        目 

平成29年 

3月31日 

平成29 年 

12月31日 

 ( 資 産 の 部)   （ 負 債 の 部 ）             

流 動 資 産 1,294,776 1,370,602 流 動 負 債 980,180 1,072,215 

 現 金 ・ 預 金 294,500 356,614 関 係 会 社 未 払 金 46,015 166,068 

 預    託       金 1,000,000 1,000,000 未 払 費 用 9,283 5,248 

 立    替     金 600 400 未 払 法 人 税 等 7,143 72 

前  払   費   用 436 1,213 預   り     金 915,329 900,827 

未  収  入    金 400 1,737 負 債 合 計 980,180 1,072,215 

仮    払    金 0 7,938 （純資産の部）   

未 収 還 付 法 人 税  等 0 3,860  株 主 資 本 319,435 303,093 

 訴 訟 損 失 引 当 金 △1,160 △1,160 資   本    金 100,000 100,000 

固 定 資 産 4,839 4,705  資 本 剰 余 金 200,890 200,890 

 有  形 固  定 資  産 195 137  資 本 準 備 金 72,498 72,498 

 工  具  器  具  備  品 195 137  その他資本剰余金 128,392 128,392 

無  形  固  定  資  産 442 366  利 益 剰 余 金 18,545 2,203 

ソフトウェア 442 366   繰越利益剰余金 18,545 2,203 

 投資その他の資産 4,202 4,202     

 敷       金 2,102 2,102     

差  入  保  証  金 100 100     

 預   託   金 2,000 2,000 純  資  産   合  計 319,435 303,093 

資 産 合 計 1,299,615 1,375,308 負 債・資 産 合 計 1,299,615 1,375,308 

 

 

 

 

 

 

 



(2)損益計算書 

   （単位：千円） 

科 目 平成29年3月31日 平成29年12月31日 

営 業 収 益 207,757 72,976 

受 入 手 数 料  207,757                72,976                

純 営 業 収 益 207,757 72,976 

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 165,164 89,255 

取 引 関 係 費  97,907 43,531 

人 件 費 38,621 33,359  

不 動 産 関 係 費          5,447         3,409 

事 務 費 0 394 

減 価 償 却 費     717    93  

租 税 公 課 7,609 4,599 

貸  倒  引  当  金   繰  入  額 0 0 

そ の 他 14,863 3,870 

営 業 利 益 42,593 ▲16,278 

営 業 外 収 益 2,754 153 

営 業 外 費 用               45 0              

経 常 利 益 45,302 ▲16,124 

特 別 利 益          0 0          

特 別 損 失  16,164 0  

税 引 前 当 期 純 利 益 29,138 ▲16,278 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 7,964 217 

法 人 税 等 調 整 額 0 0 

当 期 純 利 益 21,174 ▲16,342 

 

 

 

 



 

(3) 株主資本等変動計算書 

                           平成 29年 3月期                    

（単位：千円） 

 株主資本 評価・換算差額等 新株

予 

約権 

純資産 

合計 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自

己

株

式 

株主資 

本合計 

その

他 

有価

証 

券評

価 

差額

金 

繰

延

ヘ 

ッ

ジ

損 

益 

土

地

再 

評

価

差 

額

金 

評価・ 

換算

差 

額等

合 

計 

資本準 

備金 

その他 

資本剰 

余金 

資本剰 

余金合 

計 

利益準 

備金 

その他利益剰余 

金 

利益剰 

余金合 

計 
××

積 

立金 

繰越利 

益剰余 

金 

当期首残高 100,000 72,498 128,392 200,890 0 0 △2,630 △2,630 0 298,260 0 0 0 0 0 298,260 

当期変動額 0 0 0 0 0 0   0  0 0 0 0 0  

新株の発行 0 0 0 0      0 0 0  0  0 0 0  0 0 0  0  0 

剰余金の配当 0      0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0  0  0 

当期純利益 0 0 0 0 0 0 21,174 21,174 0 21,174 0 0 0 0  0  21,174 

自己株式の処分 0 0 0 0 0 0 0  0  0 0 0 0 0 0 0 0 

株主資本以外の

項目の当期変動

額（純額） 

0 0 0 0 0 0 0 0 0         

0 

0 0 0 0 0 0 

当期変動額合計 0 0 0 0 0 0 21,174 21,174 0 21,174 0 0 0 0 0 21,174 

当期末残高 100,000 72,498 128,392 200,890 0 0 18,545 18,545 0 319,435 0 0 0 0 0 319,435 

 

 

 

 

 



(3) 株主資本等変動計算書 

                           平成 29年 12月期  

 （単位：千円） 

 株主資本 評価・換算差額等 新株

予 

約権 

純資産 

合計 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自

己

株

式 

株主資 

本合計 

その他 

有価証 

券評価 

差額金 

繰

延

ヘ 

ッ

ジ

損 

益 

土地

再 

評価

差 

額金 

評価・ 

換算差 

額等合 

計 

資本準 

備金 

その他 

資本剰 

余金 

資本剰 

余金合 

計 

利益準 

備金 

その他利益剰余 

金 

利益剰 

余金合 

計 
積立金 繰越利 

益剰余 

金 

当期首残高 100,000 72,498 128,392 200,890 0 0 18,545 18,545 
  

0 
319,435 0 0 0 0 0 319,435 

当期変動額                    
 

新株の発行 0 0 0 0      0 0 0  0 0 0 0  0 0 0  0  0 

剰余金の配当 0      0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0  0  0 

当期純利損失 0 0 0 0 0 0 16,342 16,342 0 16,342 0 0 0 0  0  16,342 

自己株式の処

分 
0 0 0 0 0 0 0  0   0 0 

      

0 
  0      0 

      

0 

   

0 
0 

株主資本以外

の項目 

の当期変動額

（純額） 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 
        

0 
0 0 0 0 0 0 

当期変動額合計 0 0 0 0 0 0 16,342 16,342 0 16,342 0 0 0 0 0 16,342 

当期末残高 100,000 72,498 128,392 200,890 0 0 2,203 2,203 0 303,093 0 0 0 0 0 303,093 



⑷  附 属 明 細 表 

1.有価証券明細表                        (該当事項なし)       

2.有形固定資産等明細等明細表                  (単位：千円)        

 

資産の種類 

（区分） 

当期首 

残 高 

当 期 

増加額 

当 期 

減少額 

当期末 

残 高 

減価償却累 

計額又は償 

却累計額 

 
 

差引当期末 

残   高 

 
当期償却額 

工具器具備品 

(有形固定資産) 
195 － －  137 －   58   137 

有形固定資産計 195 － － 137 － 58 137 

ソフトウエア 

(無形固定資産) 
441 － － 366 － 75 366 

無形固定資産計 441 － － 366 － 75 366 

 

3.社債明細表                         (該当事項なし)        

4.借入金等明細表                       (該当事項なし)            

5.引当金明細表                         (単位：千円) 

区     分 当期首残高 当期増加額 
当期減少額 

(目的使用) 

当期減少

額 

(そ の 

他) 

当期末残高 

貸倒引当金 
11,195 － 11,195    －       ０ 

訴訟損失引当金 － 1,160 － － 1,160 

 

⑸  個 別 注 記 表      

 

[重要な会計方針に係る事項に関する注記]      

          

1. 固定資産の減価償却の方法      

           

(1) 有形固定資産:  定率法を採用しております。    

        

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。      

工具器具備品 2～20年         

 



(2) 無形固定資産: ソフトウェアは定額法を採用しており、耐用年数5年間で償却してお

ります。         

  

2. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項   

  

(1)消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。 

(2)会計方針の変更等                                                （該当事項なし） 

(3)貸借対照表に関する注記   

 

①担保に供されている有価証券その他の資産及び担保として預託を受けている有価証券そ

の他の資産の時価                         （該当事項なし） 

②偶発債務（債務の保証（債務の保証と同様の効果を有するものを含む。）、係争事件に

係る賠償義務その他現実に発生していない債務で、将来において会社の負担となる可能

性のあるものをいう。）の内容及び金額               

（該当事項なし） 

③関係会社に対する資産及び負債の内容及び金額 

関係会社に対する金銭債務                  166,068千円 

④その他貸借対照表により会社の財産の状態を正確に判断するために必要な事項 

（該当事項なし） 

 

(4)損益計算書に関する注記 

 

① 受入手数料の内訳 店頭外国為替証拠金取引が 72,976千円（投資助言報酬 369千

円を含む）。 

  

②トレーディング損益の内訳                                   （該当事項なし） 

  

③金融収益及び金融費用の内訳 金融収益 2,623千円 信託銀行における運用利息  

金融費用                                                   （該当事項なし） 

 

 

 

 

 

 

 



④ 販売費・一般管理費の内訳                 

                    (単位:円) 

科    目 金    額 

役員報酬   9,630,009 

給料手当   19,290,000 

法定福利費   4,216,511 

福利厚生費   223,068 

研修費   38,221 

広告宣伝費   38,212,136 

接待交際費   1,333,047 

会議費   100,371 

旅費交通費   1,351,972 

通信費   1,579,149 

販売促進費   △9,598,280 

消耗品費   465,638 

水道光熱費   394,773 

諸会費   1,870,001 

支払手数料   2,236,664 

リース料   109,365 

地代家賃   2,554,416 

共益費   1,527,588 

租税公課   12,050 

支払報酬料   4,599,583 

減価償却費   575,697 

雑費   18,240 

IT Charge   8,472,560 

保守   42,336 

販売費及び一般管理費合計 89,255,115 

 

⑤   その他損益計算書により会社の損益の状態を正確に判断するために必要な事項   

    （該当事項なし） 

 

 

 

 



(5) 有価証券に関する注記                                                 

（該当事項なし） 

 

(6) デリバティブ取引に関する注記                                  （該当事項なし） 

          

(7) デリバティブ取引に関する注記                              

（該当事項なし）        

(8)１株当たり情報に関する注記       

           

           

１株当たり純資産額     20,206円 20銭      

１株当たり当期純損失     1,089円 46銭     

          

           

(9)重要な後発事象に関する注記            （該当事項なし）

          

(10) 株主資本等変動計算書に関する注記      

 

当事業年度の末日における株式の総数     普通株式  15,000株   

      

Ⅳ 内部管理状況に関する事項 

 

1. 内部管理の状況の概要 

 

(1) 内部管理の状況 

 

当社では、「コンプライアンス・マニュアル」、「リスク管理規程」、「組織規程」、「業務分

掌規程」、「職務権限規程」、「利益相反管理方針」「苦情紛争処理規程」を中心に各種規程が

整備され、毎週火曜日に代表取締役、コンプライアンス部長、内部監査室長、井谷行政書

士が参加するコンプライアンス・ミーティングを実施しております。このコンプライアン

ス・ミーティングにおいて内部管理上の課題について情報共有し、対応策を決定しており

ます。 

また、内部監査室は、年次監査計画を作成し、内部監査規程に基づき内部監査を実施、

内部統制システムの充実に努めております。役職員全員が参加するミーティングも適宜、

開催しており、業務改善の手がかりとなる情報共有を行いつつ、役職員は自らの責任と権

限において適正に業務を遂行しております。 



(2) お客様からの苦情等  

お客様からの相談及び苦情につきましては、営業部、コンプライアンス部において誠実

に対応しております。当社に対するお客様のご意見、ご相談又は苦情につきましては、以

下の問い合わせ窓口を設置しております。 

【お問い合わせ窓口】  

 

当社ではお客様のサポートをする専門部署を設置し、お客様よりのお問い合わせやご 

相談に適切に対応してまいります。また重要な事柄につきましては、直接コンプライ 

アンス部が対応いたします。 

 

■アヴァトレ－ド・ジャパン株式会社 コンプライアンス部 

Ｅメール : compliance@avatrade.co.jp 

 

電話番号 03-4577-8900 受付時間 9:00～18:00（ ※土・日・祭日を除く) 

 

◆ 苦情相談窓口 

当社では、苦情ご相談窓口を開設しております。 

お取引の上で、苦情やご相談等ございましたら下記の窓口までご相談下さい。 

 

■アヴァトレ－ド・ジャパン株式会社 コンプライアンス部 

Ｅメール : compliance@avatrade.co.jp 

電話番号 03-4577-8900 受付時間 9:00～18:00 （※土・日・祭日を除く） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2. 分別管理の状況 

 

法第 43 条の２の規定に該当する金銭又は有価証券はありません。 

 

３．区分管理の状況（平成 29 年 3 月 31 日 時点） 

 

（法第 43 条の３第１項の規定に基づく区分管理の状況）  

 管理の方法 当期末残高 前期末残高 内   訳 

金
銭 

金銭信託 1,000百万円 1,000百万円  日証金信託銀行 

有
価
証
券
等 

該当なし － －       － 

 

Ⅴ 連結子会社等の状況に関する事項 

 

１.企業集団の構成  

 

該当事項はありません。  

 

2.連結子会社  

 

該当事項はありません。 

 


